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令和元年、新しい時代の節目の到来と同時に、民法の大改正が入りました。今回はその民法大改正の中から、遺留分

についてピックアップします。こちらは令和元年７月１日に施行されており、同日以後に発生する相続について適

用されます。従来は「遺留分減殺請求権」だったものが「遺留分侵害請求権」という名称に変更され、遺留分を現物

ではなく金銭で請求することとなります。また、民法の改正に伴い、税法にも影響が出ていますので、併せてお伝え

したいと思います。そもそも遺留分とは、「一定の相続人のために法律上遺留されるべき相続財産の一定部分」のこ

と、すなわち、遺言や生前贈与によっても侵すことのできない相続人の最低限の取得分のことを言います。ここで

言う一定の相続人とは、被相続人の兄弟姉妹を除くすべての相続人となります。 
 
１．遺留分の金銭債権化 
  改正民法では、「遺留分権利者及びその継承人は、受贈者（特定財産承継遺言により財産を承継し又は相続分の

指定を受けた相続人を含む。以下この章において同じ。）又は受贈者に対し、遺留分侵害額に相当する金銭の支払

いを請求することができる。」（改正民法第１０４６条第１項）と定め、遺留分者の権利は、生前贈与や遺贈又は相

続分の指定の効果を一部否定する遺留分減殺請求権ではなく、遺留分侵害額を金銭で請求する権利であると改め

ました。つまり、遺留分者の権利は、遺留分を侵害する財産を取得した相続人等に対して、その取得行為の効力を

否定する権利ではなく、金銭を請求する権利に変更したものです。 
 
  
  
 
 
 
 
 その結果、改正民法は、遺留分減殺請求権についての物権的効力（財産の移転行為自体を否定する効力）を廃止

し、金銭債権化することにより、遺言者の意思をそのまま実現できるようにしたこと、減殺後の共有状態の解消

を巡る争いが生じなくなり、相続紛争の早期解決が期待されます。 
 
 ２．遺留分侵害額請求への相当の期限の猶予 
  遺留分を金銭で支払うとなると、遺留分侵害額請求を受ける者は、その分、資金調達が必要になります。そこで

改正民法では、裁判所は、受遺者又は受贈者の請求により、遺留分侵害額請求により負担する債務の全部又は一

部の支払いについて、相当の期限を許与することができる、と定め（改正民法第１０４７条第５項）、弁済期の猶

予を求めることができるものとされました。 
 
 ３．現物で遺留分侵害額を払うと譲渡所得税がかかる 
  税制においては、遺留分侵害額の請求の規定による遺留分侵害額に相当する金銭の支払い請求があった場合に

おいて、金銭の支払いに代えて、その債務の全部又は一部の履行として資産の移転があったときは、その履行を

した者は、原則として、その履行があった時においてその履行により消滅した債務の額に相当する価額によりそ

の資産を譲渡したこととされます。 
  つまり、現物で遺留分侵害額を払うと、その現物を侵害額相当額で譲渡したものとみなされます。もし、その現

物に譲渡益がある場合には、譲渡所得税がかかることがありますので充分ご注意ください。 
 
  民法大改正に伴い、従来とは全く異なる取り扱いをするようになりました。ここに記載したもの以外にも変更

がかかった点が多くあり、お客様の今後の相続対策等にも非常に大きな影響を及ぼすこととなりそうです。今回

ご紹介した改正点を含め、民法や税法がどのように変わり、お客様にどのような影響があるのかと疑問や不安が

ある場合には、私共がいつでも対応いたしますので、お気軽にご相談くださいませ。 
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遺留分の金銭債権化に伴う侵害額請求権とその税務 
 

①遺留分減殺請求権から、「遺留分侵害額請求権」へ変更 
 

②遺留分侵害額請求権の行使により生ずる権利を金銭債権化した 
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